
１． 　継続事業の前提に関する注記

　貸借対照表日において、継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況は存在しない。

２． 　重要な会計方針

　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

（1） 　有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券・・・債券は償却原価法によっている。但し、当期は該当資産はなし。

（2） 　固定資産の減価償却の方法

　建物附属設備、什器備品・・・定率法による減価償却を実施している。

　ソフトウェア・・・定額法による減価償却を実施している。

（3） 　引当金の計上基準

　貸倒引当金の計上基準・・・売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率を使用し、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上している。なお、一般債権

については貸倒実績がないため、引当金は設定していない。

　賞与引当金の計上基準・・・職員の賞与の支給に備えるため、支給予定額のうち当期の負担に属する金額を計上して

いる。

　退職給付引当金の計上基準・・・役職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を計上している。

（4） 　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

（5） 　ファイナンス･リース取引の会計処理

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３． 　基本財産及び特定資産の増減及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基　　本　　財　　産

普 通 預 金 31,051,916 262 0 31,052,178

小　　　計 31,051,916 262 0 31,052,178

特　　定　　資　　産

退 職 給 付 引 当 普 通 預 金 39,597,000 6,071,280 14,824,300 30,843,980

保 険 事 業 推 進 引 当 普 通 預 金 385,000,000 0 0 385,000,000

会館建設・移転諸経費積立普通預金 40,000,000 10,000,000 0 50,000,000

OA化システム開発準備引当普通預金 150,000,000 0 0 150,000,000

公 益 事 業 推 進 引 当 普 通 預 金 60,000,000 0 0 60,000,000

管 理 業 務 引 当 普 通 預 金 195,000,000 0 0 195,000,000

小　　　計 869,597,000 16,071,280 14,824,300 870,843,980

合　　　計 900,648,916 16,071,542 14,824,300 901,896,158

財務諸表に対する注記



４． 　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。　　　　　　　　　　　　 　　（単位：円）

（うち指定正味 （うち一般正味
財産からの充当額） 財産からの充当額）

基　　本　　財　　産

有 価 証 券 0 0 0 0

普 通 預 金 31,052,178 31,052,178 0 0

小　　　計 31,052,178 31,052,178 0 0

特　　定　　資　　産

退 職 給 付 引 当 普 通 預 金 30,843,980 0 0 30,843,980

保 険 事 業 推 進 引 当 普 通 預 金 385,000,000 0 385,000,000 0

会館建設・移転諸経費積立普通預金 50,000,000 0 50,000,000 0

OA化システム開発準備引当普通預金 150,000,000 0 150,000,000 0

公 益 事 業 推 進 引 当 普 通 預 金 60,000,000 0 60,000,000 0

管 理 業 務 引 当 普 通 預 金 195,000,000 0 195,000,000 0

小　　　計 870,843,980 0 840,000,000 30,843,980

合　　　計 901,896,158 31,052,178 840,000,000 30,843,980

５． 　担保に供している資産

該当なし。

６． 　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。　（単位：円）

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建 物 附 属 設 備 5,748,458 4,270,882 1,477,576

什 器 備 品 5,189,489 4,764,058 425,431

ソ フ ト ウ ェ ア 221,609,672 196,051,102 25,558,570

合　　　計 232,547,619 205,086,042 27,461,577

７． 　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし。

８． 　関連当事者との取引の内容

該当する取引はなし。

９． 　保証債務

該当なし。

科　　　目 当期末残高 （うち負債に対応する額）



１０． 　退職給付関係

（1） 　採用している退職給付の概要

　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

（2） 　退職給付債務およびその内訳 （単位：円）

退職給付引当金 30,843,980

（3） 　退職給付費用に関する事項 （単位：円）

退職給付費用 6,071,280

（4） 　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算している。

１１． 　税効果会計関係

（1） 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：円）

賞与引当金 956,000

賞与引当金に係る社会保険料等 143,000

退職給付引当金 4,472,000

未払事業税 4,371,000

繰延税金資産合計 9,942,000

（2） 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率（調整） 34.59%

交際費 0.08%

住民税等均等割 0.04%

税額控除 -1.48%

法人会計経費の収益事業負担額 -5.06%

補償事業会計の内、非収益事業に係る金額 -1.05%

その他 -0.86%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.26%

１２． 　重要な後発事象

該当なし。


